

























































































































































































































































































































































































232 専修ロージャーナル　第12号 2016. 12
19　友岡・前掲注３　44頁
４　結語
本判決は，本件規定が行手法12条１項により公表することが定められている処
分基準であることを根拠に，先行処分の効果が期間の経過によって消滅した後に
おいても本件規定により後行処分（加重処分）がなされる高度の蓋然性を考慮し
て，行訴法９条１項かっこ書によって「狭義の訴えの利益」を認めたものである。
これまで同種事案について最高裁による判断がなかったという点でも重要な判例
であるが，法定の効果が認められない事例については否定されていたところ，行
政規則についても拘束力を原則的に認めた上で，それにより被るであろう不利益
を事実上のものとはせずに，「法律上の利益」として認めた点において，平成16
年の行訴法改正の趣旨である「国民の権利利益のより実効的な救済」20にも適う
判断であり，実務上重要な意義を有している。「訴えの利益」はともすると原告
適格に注目が行くところであるが，「狭義の訴えの利益」もまた行訴法実務にお
いて重要な争点であることを示した判例と位置付けることができる。
【追記】 この度，石村修先生が定年退職されることは大変寂しい限りです。先生の
お名まえを初めて拝見したのは，筆者が本学法学部に在学していた時に遡りま
す。先生は当時「比較憲法」の講義を担当されていたと記憶しております。在
学中は家族法への興味が強く，またそれ以前に向学心もないために先生の講義
を履修することなく卒業し，実務家法曹に就きました。現在公法系科目の専任
教員となり，同科目を担当するようになって先生がご担当していた講義の重要
性を思い知るに至り，いまさらながらに講義を受講しなかったことが心残りで
す。石村先生のますますのご活躍とご健勝を祈念しつつ，本稿を草しました。
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20　福井英雄ほか・新行政事件訴訟法（新日本法規）５頁，436頁
